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要旨 

国土交通省が定義した、人口規模別に生活利便施設の存在できる可能性を示す「存在確率」に対し、本研究では施設数の

観点からモデルの拡張を試みる。すなわち「あるサービス産業は特定の人口規模下で標準的に何店舗存在できるか」を明ら

かにする。分析には人口数及び当該産業の事業所数データを使用し、多項式回帰モデルで近似を行った。その結果、理容業

や保育所等は人口規模が1,000人であっても複数店舗の経営が可能とされるが、ハンバーガー店は30,000人程の人口規模

が必要であった。また歯科診療所や焼肉店を例に施設偏在性を示した。本研究成果は新店舗立地や圏域構想に基づく施設の

再編等にて、適当な施設数を測る簡易的な目安として活用できる。 

 

キーワード 第3次産業・施設配置・多項式回帰・施設偏在性 

 

課題 

 わが国は近年、人口減少や少子高齢化、都市部への人

口集中など、様々な人口問題を抱えている。特に地方部

では上記問題が加速的に進行しており、生活必需サービ

スの維持が困難になることが懸念されている。実際に国

土交通省は様々な生活関連サービスに対して人口規模別

に施設が存在する可能性を示す「存在確率」[1]を定義し、

将来人口減少に伴う施設維持の困難さについて定量的に

評価している。 

図 1は国土交通白書 2021[2]で示された、「人口規模別

の市町村数（2015 年と 2050 年）と、生活必需サービス

の存在確率が50％以下になる市町村の人口規模」である。

ここで存在確率は、「一定の人口規模の市町村のうち、当

該産業の事業所が1つでも存在する市町村の割合」とし

て推計されている。また図中には、人口規模別の市町村

数(棒グラフ)、及び市町村数の累積分布(折れ線グラフ)

が 2015年と2050年の 2地点分示されており、さらに特

定のサービス施設における存在確率 50％点の人口数が

矢印にて記されている。図1より例えばコンビニエンス

ストアの存在確率 50％点は人口が 2,200 人とされてお

り、その人口数を下回る市町村割合は 2015年の7％から

2050 年には 20％に増加すると示されている。同様に銀

行の 50％点は人口が6,500人、これを下回る市町村割合

は 2015年の26%から2050年の 42％へ増加、また病院は

50％点人口が17,500人、これを下回る市町村割合は2015

年の 53%から 2050 年の 66％へ増加するとされ、総じて

地方を中心に、サービス施設を維持するための対策が必

要であるとされている。

 

図１ 人口規模別の市町村数（2015年と 2050年）と、存在確率が 50％以下になる市町村の人口規模 

(出典 国土交通白書 2021) 
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 上述の国土交通省が定義した存在確率を自治体が活用

する場合、自前で必要となるパラメータは当該市区町村

の人口数(あるいは将来人口数)のみであり、サービス施

設の存続可能性を考慮するには簡便かつ有益な指標であ

る。一方で存在確率はその定義から、当該市区町村に施

設が存在するか否かが重要であり、その施設数は考慮さ

れていない。すなわち既存の指標では、「ある人口規模の

市区町村に特定のサービス施設が存在できるか否か」は

測定可能であるが、「その地域で標準的に何店舗存在でき

るか」は測定不能である。そこで本研究では人口数と産

業別施設数を 2軸とした多項式回帰モデルによって、上

述の課題を解決する。また予測値から大きく乖離した市

区町村についてその理由を解釈することで当該地域特有

の地域特性を解析する(本研究ではこのような予測値か

ら乖離した特性を持つ地域を「地域偏在性」があると指

す)。従って①都市人口別サービス施設数の推計と②サー

ビス施設の地域偏在性の 2点について分析を行う。 

 

先行研究 

 国土交通省が定義する存在確率は、内閣府[3]や総務

省[4]、日本総研[5]など、一部の行政機関やシンクタン

クで活用されているが、研究面でこれに焦点をあてたも

のは一部に限られる。その中でも九澤ら(2022)[6]は、国

土交通省による存在確率の定義では撤退・存続の基準点

が一意に定まらない産業がある点を指摘し、単調性を有

するロジスティック回帰モデルによって同指標の改良を

行っている。また改良後の存在確率を活用し、石川県内

の将来人口減少に伴う県内サービス施設の増減率及び産

業別施設増減率を定量的に示している。他に吉城ら

(2021)[7]は、子育て関連施設に限定した上で、修正済み

決定係数に基づく様々な近似式によって存在確率の補正

を試みている。 

施設の最適配置数の観点では、都市計画の分野で研究

が進められている。例えば大澤(1996)[8]の例では施設配

置を p-メディアン・モデルに基づく NP 困難な最適化問

題に帰着させ、当該施設への利用者数とその移動距離の

総和を最小化させる場所に施設を配置するモデルを利用

している。また同モデルに施設の建設費用を制約条件に

追加することで、最適な施設配置数が得られるとしてい

る。他にも岸本(1999)[9]や岸本(2004)[10]が空間相互作

用モデルを用いた、利用者数を最大化するための施設配

置計画法について提案している。これらの研究は施設配

置数を理論的に示そうとする有益な研究であるが、最適

化問題故に解析が複雑な点や、解を得るためにいくつか

の前提条件が設定されている点(隣接市町村に配置され

ている施設は考慮されない等)、さらに施設ごとの利用者

数の特性が考慮されておらず、これを分析に追加するに

は更なる制約条件が必要となるなど、産業別の施設数の

目安を簡便に評価できる指標ではない。 

これらの先行研究を背景に、本研究では都市人口別サ

ービス産業数を簡便に把握できる指標の開発を行う。国

土交通省のサービス産業における事業所の存在確率を参

考にし、人口規模別サービス産業の施設数を予測したモ

デル開発を行っている例は本研究が初めてである。 

 

使用データについて 

 本研究では国土交通省や九澤ら(2022)と同様に 2つの

データセットを組み合わせて利用する。1つ目は「平成

26年経済センサス-基礎調査 参考表 4」[11]より、「産

業(小分類)別全事業所数及び従業者数-全国:都道府県・

市町村数」を使用した。ここでは全国の市区町村別に、

日本標準産業分類の産業小分類に基づく産業別施設数が

記載されている。なお本研究では小分類に対応する、産

業分類コードが3桁(331など)及び数字2桁+記号 1桁

(39Aなど)で示されたサービス産業計 301種を使用す

る。2つ目は、2015年の国勢調査[12]に基づく全国の人

口数データを使用する。ただし、世田谷区のみ人口が

90万台で他よりも突出しているため、モデル近似の結

果を歪ませる可能性を考慮し、これを除いた全1891市

区町村を使用する。これら2つのデータを突合させ、人

口数別及び産業別に施設数が推計可能となるデータセッ

トを作成した。 

 上記の操作後、モデル構築を行う上で使用する変数を

選定するため、データの前処理として、人口数と産業別

施設数の相関係数を算出し、その値が 0.8以上となるサ

ービス産業を抽出した。その結果選定された 59 産業を

使用とした。相関係数で前処理を行った理由として、本

分析では人口数と施設数の関係でモデル構築を行うため、

それら 2つの相関係数値は近似するモデルの精度と大き

く関連性がある。従って相関係数の低い産業はモデルの

近似精度が悪いため、前処理の段階で分析の対象外とし

た。0.8 以上である理由は、モデルの近似精度を確保し

つつ、分析対象とするデータ数を適度に選定するためで

ある。前処理によって選定・除外された産業について、

それぞれの相関係数の範囲と同範囲内に属する産業数を

表 1に示す。相関係数が0.2以下の産業群は、都市部や

一部の地域にしか事業所が存在しない、あるいは施設数

が都市部を中心に数箇所しか存在しない極めて局地的な

産業が多く該当する。0.2 以上 0.4 以下の産業群も上記

と同様の傾向があるが、映画館が含まれるなど、ややそ
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の局地性は緩和される。また旅館・ホテル業などの全国

的に広く点在する産業もここに該当する。0.4 以上 0.6

以下の産業群には、卸売業、テニス場やボウリング場含

む遊技場、公民館、博物館・美術館含む公共事業など、

消費者と直接的あるいは間接的に関わる産業が多く該当

する。0.6 以上 0.8 以下には飲食系の卸売業や多様な小

売業、一部の飲食業、カラオケボックス含む遊技場、老

人ホーム含む社会福祉施設等、さらに消費者と関わる産

業が多く該当する。0.8 以上には飲食、家具、文具含む

小売業、飲食店、民間・公営教育業、診療所等が該当す

る。これらは人口規模の影響を極めて大きく受ける産業

であると言える。 

 上記の設定によって 1891 市区町村×(59 産業+市区町

村別人口 1 列)のデータセットを作成し、使用データと

した。作成したデータセットの例を表 2に示す。 

表 1 第3次産業における人口数と施設数の相関係数範囲と同範囲に属する産業名及び産業数 
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表2 本分析で使用するデータセットの一部例 

 

※分析時には人口を対数変換して使用している。 

 

分析方法 

 「使用データについて」で得られたデータセットに対し、

産業別施設数を目的変数、2015 年人口数を説明変数とし

た回帰モデルを設定する。回帰モデルとして1次～5次の

多項式型モデルや指数分布、べき乗分布等様々な種類を検

討した結果、多項式型モデルが採用された 1)。ただし、人

口の桁数が最大で 6 桁(10 万人の単位)であり、そのまま

多項式型モデルに適用すると回帰パラメータの桁数が極

めて増大する可能性があるため、本研究では対数変換した

人口を説明変数とした。5種類の対数多項式型モデルのう

ち選択するモデルは、事業所ごとにモデルの当てはまり度

を示す指標の1つであるAIC(赤池情報量基準)が最良なも

のとする 2)。回帰式における AICは、データ数を n、予測

値と実測値との二乗誤差の和(残差平方和)を Se、多項式

に含まれるパラメータ数をpとし、定数項も含める場合は

次式の通りに表される。 

𝐴𝐼𝐶 = 𝑛 (ln (2𝜋
𝑆𝑒

𝑛
) + 1) + 2(𝑝 + 2). 

AICはモデル内の相対的評価の指標であり、値が小さい

ほど当てはまりが良いとされる。従って、表 2で設定した

59 産業に対し、それぞれ対数多項式回帰による近似を行

い、AICによって選択された次数の対数回帰モデルを当て

はめた近似多項式とする。この時、モデルによる施設数の

予測値を𝑦̂、当該地域の人口数を𝑥、回帰パラメータを

𝑎1, ⋯ . 𝑎5、定数項を𝑏とするとき、以下の式で示される。 

𝑦̂ = 𝑎1𝑙𝑜𝑔𝑥 + 𝑎2(𝑙𝑜𝑔𝑥)
2 + 𝑎3(𝑙𝑜𝑔𝑥)

3 + 𝑎4(𝑙𝑜𝑔𝑥)
4

+ 𝑎5(𝑙𝑜𝑔𝑥)
5 + 𝑏. 

なお上記の対数多項式における最適なパラメータの決

定は、BellCurve社が提供するエクセル統計[13]の「曲線

のあてはめ」を使用している。 

 

分析結果 

1.人口数と施設数の多項式モデル近似 

 表 1 によって選択した 59 産業について、AIC に基づい

た次数の多項式回帰モデルによって推定を行った結果を

表 3に示す。表中には選択された次数の対数多項式に対応

する回帰パラメータ及び定数項、予測式の精度を示す決定

係数と、予測値に対して真の値が約 95%の確率でその範囲

に存在することを示す予測値±2×標準偏差(σ)範囲(以

下、信頼区間と呼ぶ)から外れた市区町村数をまとめてい

る。分析結果から、選択した 59産業の全ては 4次関数あ

るいは 5次関数による推定が最良とされている。またその

決定係数も、1に近いほど精度が良いとされる中で多くが

0.7以上、最大で 0.95(普通洗濯業)と算出されるなど、モ

デルの近似精度は総じて高いと言える 3)。特に獣医業(決

定係数:0.89)、クリーニング店等含む普通洗濯業(0.95)、

学習塾(0.91)、あん摩マッサージ指圧師含む療術業(0.89)、

保育所(0.90)などは特に人口数と施設数に強い正の相関

があると言える。すなわち人口が多い地域ほど、これらの

産業拠点も多い傾向がある。2σ範囲外市区町村数の指標

より、この値の小さい産業は事業所の地域偏在性は小さい。

換言すると人口が多い地域には当該施設も多く、人口が少

ない地域には当該施設も少ないことを示す。特に中華料理

店やハンバーガー店を始めとする飲食店、書籍・文房具屋

小売業を始めとする小売業、家庭教師や料理教室、ダンス

教室などを含むその他の教養・技能教授業、歯科診療所は

2σ範囲市区町村数が小さいため、施設配置数の地域偏在

性は小さい産業であると言える。 

例として対数変換された人口数別歯科診療所数の推定

グラフを図 2に示す。また、5次関数の予測値に対する±

2σ信頼区間をそれぞれ「－2σ」、「＋2σ」として図示し

ており、これらの信頼区間から外れた市区町村名の一部を

記入している。歯科診療所に対するモデル近似の決定係数

は 0.86 と極めて高く(表 3)、図 2 においても人口数別歯

科診療所数のプロットに沿った近似が行われている。他方

で信頼区間外の市区町村を見ると、「＋2σ」より上側、す

なわちモデルの予測値より施設数が極めて多い地域の特

徴として、東京23区内地域や、札幌市、大阪市、神戸市、

横浜市、名古屋市、京都市の中央区あるいはそれに相当す

る区等、大都市の中心地が多く表れている。他方で「－2

σ」より下側、すなわちモデルの予測値より施設数が極め

て少ない地域の特徴として、八王子市や川口市、豊田市、

一宮市、岡崎市、伏見区等の大都市の中心地からやや離れ

た地域や、倉敷市、金沢市等の地方都市が表れている。こ

れらの中でも金沢市を有する石川県は、県独自で実施する
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表 3 産業別の最良な対数多項式近似モデルにおける回帰パラメータと決定係数及び2σ範囲外市区町村数 

「県民健康・栄養調査」[14]より、「80 歳で 20 本以上自

分の歯を持つ人」の割合を表す「8020」達成者の割合が

26.1％(2018年)と、全国平均の 51.2%よりも約半数とされ

ており、県全体で歯科疾患予防対策を推進している地域で

ある。また倉敷市を有する岡山県も同数値が 42.8%(2016

年)[15]と全国より低い地域であることから、人口に対す

る歯科診療所の少なさと県民あるいは市区町村民の口腔

状態の悪化度合、並びにそれに起因される歯科疾患患者数
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との間には相関があると推察される 4)。 

 また他の例として、飲食業界である焼肉店の近似グラ

フを図 3に示す。この時、「＋2σ」側には港区や新宿区、

渋谷区、大田区等の東京 23区や神戸市、大阪市、広島市

中区、札幌市等の大都市の中心地あるいはそれに相当する

区などの特徴に加え、金沢市や大分市、旭川市、松坂市、

北見市、米子市、飯田市など、ブランド肉の産地である地

域や肉食文化の根付いた地域の特徴も見受けられる。また

東京 23区を除くと概ね中部以西の地域が多いことから、

総じて西日本は予測値より焼肉店が多い傾向にあると言

える。他方で「－2σ」側では八王子市や市川市、川越市、

神奈川県内の複数の区など、関東地方の地域が多くみられ

る。また漁業の水産量が全国2位[16]を記録する長崎県に

属する長崎市や、古くから漁業文化のあったとされる船橋

市などもこちらの領域に含まれている。 

 

図2 人口数(対数)別歯科診療所の近似グラフと±2σ信頼区間及び区間外の地域名プロット 

 

 

図3 人口数(対数)別焼肉店の近似グラフと±2σ信頼区間及び区間外の地域名プロット 
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2.対数多項式モデルによる人口規模別施設数の推計 

 表 3 の回帰モデルによって予測された産業別施設数を

実際の人口数に変換して記したものを表 4に示す 5)。表 4

を見ると、対数多項式回帰における当てはめの関数特性か

ら、特に人口規模が小さい場合において、人口規模の変化

と施設数の変化が必ずしも連動していない産業がいくつ

か見受けられる。しかしながら、ほとんどの産業で人口規

模が増大するほど施設数が多くなっている。この表から例

えばコンビニエンスストアを含む他に分類されない飲食

料品小売業や理容業、保育所等は人口規模が1,000人程度

においても複数店舗の経営が可能であると考えられる 6)

が、ハンバーガー店は 30,000人程度の人口規模が必要で

ある。また貸家業、貸間業や美容業などは 50万人規模時

の施設数が他産業よりも多いことから、人口数と施設数の

関係性が極めて強い産業である。 

表4 対数多項式モデルによる産業・人口規模別施設数の予測値 
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おわりに 

 本研究では、国土交通省が定義した「存在確率」のモデ

ルでは「ある人口規模の市町村に特定のサービス施設が存

在できるか否か」は推定可能であるが、「その地域で標準

的に何店舗存在できるか」は推定できない点に着目し、都

市規模と施設数に関するモデル構築を行った。本研究は施

設を立地する場合の簡易的な判断指標を与えている。例え

ば、あるサービス施設の立地を検討したい場合、その地域

規模における平均的な当該産業の施設数が把握できるた

め、同業者が平均より既に多く存在している場合はいわゆ

る過当競争になる可能性があり、他方で平均値よりも少な

ければ事業展開する判断材料を与える。また、これらの概

念は既存の市区町村の枠組みだけでなく、特定の市区町村

で連携した圏域構想においても活用できる。具体的には今

後の人口変化に伴い、周辺地域で広域連携して施設を維持

させる場合、「どの産業をどの程度維持や縮小させるべき

か」を示す有益な資料として活用できるであろう。 

 

今後の発展 

 本研究は国土交通省の存在確率モデルの拡張、並びに最

も簡易的に取得できるデータである人口数を使用するこ

とで「標準的な施設数を簡易的に把握できる」といった観

点から分析を行ったが、着目点の違いを含む今後の発展可

能性として以下の3点が挙げられる。 

①人口密度による施設数推定のモデル構築 

 田村・田中(2019)[17]は、国土交通省の存在確率の発想

を受け、人口密度の観点から施設の「立地確率」を定義し

ているが、本研究でもこの発想を活用できる。人口数に代

わって人口密度と施設数の関係性を分析することで、より

商圏人口を意識した分析結果が得られる可能性がある。 

②多項式モデル以外による近似と信頼区間の導出 

 本研究では 2σ範囲外市区町村数を測定する際に信頼

区間の概念を使用したが、これは予測値に対して真の値が

予測値±2σの範囲に存在するという正規分布の仮定を用

いたものであった。またいずれの予測値に対しても等分散

の仮定を設けたため、特に人口規模が小さな地域では標準

偏差の小さい産業を除く、多くの産業において実測値がこ

の信頼区間の間に含まれていた。こうした問題を解消する

ためには、ガウス過程回帰等の他の非線形回帰モデルや分

散不均一な仮定のモデルを当てはめることが考えられる。 

③最適化問題による最良な施設配置数の決定 

 大澤(1996)や岸本(1999,2004)の例にあるように、施設

配置場所や需要量、施設から需要地へのコストの定義など、

それぞれに複雑な設定を要するが、施設の最良な配置数及

び施設への商圏人口等を具体的に解析できる可能性があ

る。この場合、最小コストで需要をカバーできる配置を求

める(集合)被覆問題や同業施設が既存な状態で施設を配

置した場合のシェア率を求める競合施設配置問題等が検

討できる。 

 

註 

1) 指数分布やべき乗分布は、ある変曲点を境に急激に分

布の形状が変化するモデルであるため、本データには不適

当と判断した。実際にAICを計算すると、対数多項式モデ

ルよりも同値は悪化していた。 

2) 一般的に、高次多項式による近似の方が、与えられた

実測値データに対する当てはまりが良いが、予測したい真

のデータに対する当てはまりは悪くなる傾向がある(過学

習)。AIC はパラメータ数を制約条件とすることでこれら

の過学習を防ぎつつ、最良なパラメータ数を選択できる。 

3) 施設数と人口数の相関が高い産業のみを抽出してモデ

ル化しているため、決定係数は高くなる傾向がある 

4) 住民の口腔状態を調査したものは多くの自治体で県単

位までに留まっている。市区町村別の上記データが存在す

れば、本推察を立証できる可能性はある。 

5) 人口規模が小さい場合に一部の予測値でマイナスを記

録することがあったが、いずれも実測値が「0」であるも

のに対して、「－1」と予測する程度の誤差であり、施設数

を予測しているという現実的な側面も踏まえ、予測値がマ

イナスとなったものは一律で「0」と置き換えた。 

6) コンビニエンスストアに関して、国土交通省が示した

図 1における、「当該施設が一店舗も存在できなくなる確

率が 50％を下回る時の人口が 2,200 人」という結果と、

本研究における、「コンビニエンスストアを含む他に分類

されない飲食料品小売業は 1,000 人程度でも複数店舗の

経営が可能」という結果にはやや乖離があるように思える。

これには分析対象とする産業分類の粒度の違いが原因と

考えられる。本研究で使用した「他に分類されない飲食料

品店小売業」には、コンビニエンスストア以外にも茶やコ

ーヒー等を小売する「茶類小売業」、弁当や総菜、サンド

イッチ含む調理パン等を小売する「料理品小売業」なども

含まれている。平成 26年経済センサス基礎調査の産業小

分類では上記までが最も細かい粒度であったため、これを

使用データとした。 
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Abstract（英文） 

In contrast to the "Existence Probability" defined by 

the Ministry of Land, Infrastructure, Transport and 

Tourism, which indicates the possibility of existence of 

convenient-living facilities by population size, this study 

attempts to extend the model in terms of the number of 

facilities. In other words, this study attempts to clarify 

the "standard number of service establishments that 

can exist in a certain service industry under a certain 

population size. For the analysis, data on the number of 

population and the number of establishments in the 

industry were used, and a polynomial regression model 

was used to approximate the model. As a result, the 

barber shop and daycare center can operate multiple 

stores even with a population of 1,000, while a 

hamburger store requires a population of about 30,000. 

The results also showed the uneven distribution of 

facilities, using dental clinics and yakiniku (grilled 

meat) restaurants as examples. The results of this study 

can be used as a simple guide to determine the 

appropriate number of facilities for new store locations 

and facility reorganization at the time of forming a 

cooperative metropolitan area. 
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